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            主     文 

       本件抗告を棄却する。 

       抗告費用は抗告人らの負担とする。 

            理     由 

 抗告人らの抗告理由について 

 １ 本件は、医療法人早明会の社員である抗告人らが、当該医療法人の理事長に

対して社員総会の招集を請求したが、その後招集の手続が行われないと主張して、

裁判所に対し、社員総会を招集することの許可を求める事案であり、社団たる医療

法人（以下、単に「医療法人」という。）の社員が一般社団法人及び一般財団法人

に関する法律（以下「一般法人法」という。）３７条２項の類推適用により裁判所

の許可を得て社員総会を招集することができるか否かが争われている。 

 ２ 一般法人法は、一般社団法人の適切な運営のために、３７条１項において、

一定の割合以上の議決権を有する社員が理事に対して社員総会の招集を請求するこ

とができる旨規定し、同条２項において、その請求の後遅滞なく招集の手続が行わ

れない場合などには、当該社員は、裁判所の許可を得て、社員総会を招集すること

ができる旨規定する。これに対し、医療法４６条の３の２第４項は、医療法人の理

事長は、一定の割合以上の社員から臨時社員総会の招集を請求された場合にはこれ

を招集しなければならない旨規定するが、同法は、理事長が当該請求に応じない場

合について、一般法人法３７条２項を準用しておらず、また、何ら規定を設けてい

ない。このような医療法の規律は、社員総会を含む医療法人の機関に関する規定が

平成１８年法律第８４号による改正をはじめとする数次の改正により整備され、そ

の中では一般法人法の多くの規定が準用されることとなったにもかかわらず、変更
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されることがなかったものである。他方、医療法は、医療法人について、都道府県

知事による監督（第６章第９節）を予定するなど、一般法人法にはない規律を設け

て医療法人の責務を踏まえた適切な運営を図ることとしている。 

 以上によれば、医療法人について、一般法人法３７条２項は類推適用されないと

解するのが相当である。そうすると、医療法人の社員が同項の類推適用により裁判

所の許可を得て社員総会を招集することはできないというべきである。  

 ３ 以上に説示したところによれば、本件申立てを却下すべきものとした原審の

判断は是認することができる。論旨は採用することができない。 

よって、裁判官全員一致の意見で、主文のとおり決定する。なお、裁判官渡 惠

理子の補足意見がある。 

 裁判官渡 惠理子の補足意見は、次のとおりである。 

私は法廷意見に賛成するものであるが、以下の点を敷衍して述べておきたい。 

１ 法廷意見は、医療法人について一般法人法３７条２項は類推適用されないと

するものであるが、このことは、直ちに医療法人の社員（以下、単に「社員」とい

う。）において臨時社員総会の招集を図るために採り得る法的手段が存在しないこ

とを結論付けるものではない。すなわち、以下のとおり、社員において訴訟手続に

より理事長に対して臨時社員総会の招集を命ずる旨の判決を得て臨時社員総会の招

集を図ることができると考えられる。 

医療法が、その現行規定上、社員に社員総会の招集権限それ自体を付与していな

い理由には、医療法人の責務や役割に照らし、社員による当該招集権限の濫用を防

止する必要があるということが挙げられる。その一方で、医療法人の規模や経営形

態、社員から臨時社員総会の招集を請求された理事長がこれに応じない理由や状況

等は様々であり、社員において臨時社員総会の招集を実現させる法的手段を保障す

ることが医療法人の適切な運営に必要である場合があることも否定できない。そし

て、医療法は、４６条の３の２第４項において、理事長は、一定の割合以上の社員

から臨時社員総会の招集を請求された場合にはこれを招集しなければならない旨を
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規定することによって、社員による社員総会の招集権限の濫用防止との調和を図り

つつも、上記のような場合には社員が医療法人の運営に直接関与することを認める

ことによりその適切な運営を確保する趣旨に出たものと解される。このような同項

の趣旨に照らすと、同項は、社員が医療法人の運営に関与する必要性があるという

べき場合には、社員において理事長に対して臨時社員総会の招集を請求することが

できることとしたものと解することが相当であり、社員において臨時社員総会の招

集を図るために採り得る法的手段として、訴訟手続により理事長に対して臨時社員

総会の招集を命ずる旨の判決を得ることが考えられる。 

なお、上記の訴訟手続によるときは、医療法が本来予定している臨時社員総会の

招集を図るものであって、同法の現行規定における医療法人の社員総会に関する規

律に混乱を生じさせるものではない。これに加え、上記訴訟手続は、一般法人法３

７条２項に基づく非訟事件手続とは異なり、理事長において、当事者として臨時社

員総会の招集請求に応じない理由等を含めて主張立証を尽くすことが期待され、ま

た、社員も理事長もその判決に対する控訴をすることができることからすれば、こ

れらの審理を通じて、より医療法人についての適正手続を確保することができ、上

記医療法４６条の３の２第４項の趣旨、ひいては同法の現行規定にも整合するもの

ということができる。 

２ 社員が理事長に対して臨時社員総会の招集を命ずる旨の判決を得た場合に、

その執行方法の可否等を含め、具体的に社員がどのようにして臨時社員総会の招集

を実現するかについては、今後の議論に委ねられている部分が大きいところではあ

るが、社員が理事長に対して臨時社員総会の招集を請求することが医療法人の適正

な運営の確保に資する面があることを十分に考慮した議論がされることを期待する。 

(裁判長裁判官 渡 惠理子 裁判官 宇賀克也 裁判官 林 道晴 裁判官    

長嶺安政 裁判官 今崎幸彦) 


